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　京都府豊かな緑を守る条例施行規則及び森林法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和５年７月14日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

京都府規則第31号

京都府豊かな緑を守る条例施行規則及び森林法施行細則の一部を改正する規則

（京都府豊かな緑を守る条例施行規則の一部改正）
第１条　京都府豊かな緑を守る条例施行規則（平成18年京都府規則第４号）の一部を次のように改正する。
　　第17条第16号中「又は同項第10号」を「、同項第10号」に、「の用」を「又は同項第11号の２に規定する配電事業の用」
に改める。
（森林法施行細則の一部改正）
第２条　森林法施行細則（平成18年京都府規則第５号）の一部を次のように改正する。
　　第２条第１項及び第２項中「第４条」を「第４条第１号」に改め、同条第３項中「第４条第１号」を「第４条第２
号」に改め、同項第１号を次のように改める。
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　　⑴　申請者が法人である場合には当該法人の印鑑証明書、申請者が個人である場合にはその者の印鑑登録証明書
　　第２条第３項第４号を次のように改める。
　　⑷　開発行為に関する工事を請負等により施工をする者があるときは、当該施工をする者が法人である場合には当

該法人の登記事項証明書（これに準じるものを含む。以下同じ。）及び印鑑証明書、当該施工をする者が個人で
ある場合にはその者の印鑑登録証明書

　　第２条第３項第５号から第10号までを削り、同項第11号中「別記第４号様式」を「別記第２号様式」に改め、同項
中同号を第５号とし、第12号を削り、同条第４項を次のように改める。
　４　省令第４条第３号に規定する同意を得ていることを証する書類は、開発行為に関する施行同意書（別記第３号様
式）とし、当該同意をする者が法人である場合には当該法人の登記事項証明書及び印鑑証明書を、当該同意をする
者が個人である場合にはその者の印鑑登録証明書を添付するものとする。

　　第２条に次の１項を加える。
　５　省令第４条第６号に規定する必要な資力及び信用があることを証する書類は、次に掲げる図書とする。
　　⑴　開発行為の施行能力に関する申告書（別記第４号様式）
　　⑵　開発行為を施行するための資金が確保されていることを証する書類
　　⑶　申請者が法人である場合には申請をしようとする日の属する年の直前２年間の事業年度の、申請者が個人であ

る場合には申請をしようとする日の属する年の直前２年間の各期間において賦課された法人税（個人の場合に
あっては、所得税）、事業税、道府県民税及び市町村民税その他の税に係るその種別ごとの納税証明書

　　⑷　申請者が法人である場合には申請をしようとする日の属する年の直前２年間の事業年度の、申請者が個人であ
る場合には申請をしようとする日の属する年の直前２年間の各期間に係る貸借対照表及び損益計算書（個人の場
合にあっては、所得税の確定申告書の写し）

　　⑸　開発行為に関する工事経歴書（別記第５号様式）
　　⑹　開発行為に関する工事を施工する者（以下「工事施工者」という。）が建設業法（昭和24年法律第100号）第３

条第１項の規定による許可を受けていることを証する書類
　　第３条第１項第１号中「１ヘクタール」の右に「（太陽光発電設備の設置を目的とする開発行為にあっては、0.5ヘ
クタール）」を加え、同号ただし書中「以下」を「（太陽光発電設備の設置を目的とする開発行為にあっては、2.5ヘクター
ル）以下」に改める。
　　第９条中「の規定により」を「に規定する承継人のうち、」に改め、同条第１号中「承継人が法人の場合にあっては」
を「当該承継人が法人である場合には当該」に、「個人の場合にあっては」を「当該承継人が個人である場合にはそ
の者の」に改め、同条第２号中「承継」を「当該承継」に改め、同条第３号を次のように改める。
　　⑶　当該承継人に係る第２条第５項第１号から第４号までに規定する書類
　　別記第２号様式及び別記第３号様式を削り、別記第４号様式を別記第２号様式とする。
　　別記第５号様式の備考の３を次のように改める。

３ 　この同意書に併せて、同意をする者が法人である場合には当該法人の登記事項証明書及び印鑑証明書を、同意をする
者が個人である場合にはその者の印鑑登録証明書を添付してください。

　　別記第５号様式を別記第３号様式とし、同様式の次に次の２様式を加える。
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　第４号様式
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　第５号様式
　　

　　　附　則

１　この規則は、公布の日から施行する。
２　第２条の規定による改正前の森林法施行細則別記様式による用紙は、当分の間、同条の規定による改正後の森林法
施行細則別記様式による用紙とみなし、所要の調整をして使用することができる。
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　　一般社団法人京都府危険物安全協会連合会

京都府告示第368号

　次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生
省令第８号）第１条第１項に規定する救急病院である。

　令和５年７月14日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

名　　　称 所　 　在　 　地 認　定
年月日 認定期限

国保京丹波町病
院 船井郡京丹波町和田大下28

令
 5. 5.18

令
 8. 5.17

医療法人知音会
京都新町病院

京都市中京区六角通新町西
入西六角町109  5. 7.14  8. 7.13

　告　　　　示　

京都府告示第367号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第
１項の規定により、京都府手数料徴収条例施行規則（平
成12年京都府規則第３号）別表第１の13の項に掲げる手
数料の収納事務を令和４年11月22日から次の者に委託し
た。

　令和５年７月14日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

　受託者
　京都市上京区出水通油小路東入丁子風呂町104－２番
地　京都府庁西別館３階

京都府告示第370号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定
により、道路の区域を次のとおり変更する。
　なお、その関係図面は、次の縦覧場所において、令和
５年７月14日から令和５年７月28日まで縦覧に供する。

　令和５年７月14日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　道路の種類　　府道

２　路　線　名　　上延利線
３　道路の区域

区　　　　　　　間
変更
前後
別

敷地の幅員 延　長

宮津市字畑小字下地615（右）
から

宮津市字畑小字中川原628の
５まで

前

ｍ
 最小　 4.8

 最大　 7.1

ｍ

　 　55.6

後
 最小　 5.0

 最大　24.8

京都府告示第369号

　漁業法（昭和24年法律第267号）第16条第１項の規定により、ずわいがに日本海系群Ａ海域並びにまさば対馬暖流系
群及びごまさば東シナ海系群に関する令和５管理年度（令和５年７月１日から令和６年６月30日までの期間をいう。）
における知事管理漁獲可能量を次のとおり令和５年６月30日に定めた。

　令和５年７月14日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

特定水産資源 知事管理区分 知事管理漁獲可能量

ずわいがに日本海系群Ａ海
域 京都府ずわいがに漁業 39ｔ

まさば対馬暖流系群及びご
まさば東シナ海系群 京都府まさば及びごまさば漁業 現行水準
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　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項に
関する工事が次のとおり完了した。

　令和５年７月14日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１⑴　工事が完了した開発区域に含まれる地域
　　　宇治市大久保町平盛30の４
　　　（関連区域）
　　　宇治市大久保町平盛30の１の一部、30の５の一部
　⑵　開発許可を受けた者の住所及び名称
　　　城陽市寺田北山田27の１
　　　株式会社ベストホームズ
２⑴　工事が完了した開発区域に含まれる地域
　　　南丹市園部町横田四号42、43、53、54
　　　（関連区域）
　　　南丹市園部町横田四号204の一部、301の一部
　⑵　開発許可を受けた者の住所及び氏名
　　　京都市北区西賀茂南今原町22
　　　冨田　宗次

府　　議　　会

１　府議会定例会の開閉
　　令和５年６月16日に招集された６月府議会定例会
は、令和５年７月５日閉会した。
２　意見書
　　令和５年７月５日次の意見書を可決した。
　⑴　薬剤耐性菌感染症のまん延防止への体制強化を求
める意見書

　⑵　特定商取引における消費者保護の強化を求める意
見書

　⑶　特別支援学校・学級等への教員等の適切な配置を
求める意見書

　⑷　ネイチャーポジティブの実現に向けた対策の強化
を求める意見書

　⑸　森林環境譲与税の譲与基準の見直しを求める意見
書

４　縦 覧 場 所　　京都府丹後土木事務所及び京都府建
設交通部道路管理課

京都府告示第371号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定
により、次の道路の供用を開始する。
　なお、その関係図面は、次の縦覧場所において、令和
５年７月14日から令和５年７月28日まで縦覧に供する。

　令和５年７月14日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　道路の種類　　府道
２　路　線　名　　上延利線
３　供用開始の区間及び期日

区　　　　　　　　間 期　　　　日

宮津市字畑小字下地615（右）から

宮津市字畑小字中川原628の５まで
令和５年７月14日

４　縦 覧 場 所　　京都府丹後土木事務所及び京都府建
設交通部道路管理課

　公　　　　告　

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の
規定により、長法寺土地改良区の定款の変更を令和５年
７月５日認可した。

　令和５年７月14日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

選 挙 管 理 委 員 会

京都府選挙管理委員会告示第45号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定により政治団体から届出のあった政治団体の設立に係
る事項は、次のとおりである。
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　令和５年７月14日
京都府選挙管理委員会　　　　
委員長　坪　内　　正　一　

政党の支部
　国会議員関係政治団体以外の政治団体
　　１以上の市町村等の区域を単位として設けられる支部

その他の政治団体
　国会議員関係政治団体以外の政治団体
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京都府選挙管理委員会告示第46号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第７条第１項の規定により政治団体から届出のあった政治団体届出事項の
異動に係る事項は、次のとおりである。

　令和５年７月14日
京都府選挙管理委員会　　　　
委員長　坪　内　　正　一　

政党の支部

その他の政治団体
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政治団体の収支報告書の要旨（解散団体分）
（単位　円）

（平成30年分）
小林たかひろ後援会

報 告 年 月 日　　　　 　令和４年11月10日 
（令和元年12月20日解散）

１　収　入　総　額 0

２　支　出　総　額 0

（令和元年分）
小林たかひろ後援会

報 告 年 月 日　　　　 　令和４年11月10日 
（令和元年12月20日解散）

１　収　入　総　額 0

２　支　出　総　額 0

（令和４年分）
自由民主党京都府参議院選挙区第三支部

国会議員関係政治団体の区分　　　　　 法第十九条の七
第一項第一号

公職の候補者の氏名　　　　　　　　　 二之湯　　　智
公職の候補者に係る公職の種類　　　　 参 議 院 議 員
報 告 年 月 日　　　　 　令和４年11月25日 

（令和４年10月31日解散）
１　収　入　総　額 24,747,603

　　前 年 繰 越 額 13,891,864

　　本 年 収 入 額 10,855,739

２　支　出　総　額 24,747,603

３　本年収入の内訳
　　個人の党費・会費（853人） 876,200

　　寄　　　　　附 2,167,673

　　　個　　人　　分 30,000

　　　団　　体　　分 830,000

　　　政 治 団 体 分 1,307,673

　　 本部又は支部から供与された交付金 
に係る収入 7,810,000

　　　自由民主党京都府支部連合会 810,000

　　　自由民主党本部 7,000,000

　　そ　の　他　の　収　入 1,866

　　　一件十万円未満のもの 1,866

４　支 出 の 内 訳
　　経　常　経　費 6,966,869

　　　人　　件　　費 5,351,353

　　　光　熱　水　費 159,386

　　　事　務　所　費 1,456,130

　　政 治 活 動 費 17,780,734

　　（ うち本部又は支部に対して 供与した交付金に係る支出） 14,207,851

　　　組 織 活 動 費 37,926

　　　 機関紙誌の発行 
その他の事業費 1,534,187

　　　　機関紙誌の発行事業費 1,486,667

　　　　宣 伝 事 業 費 47,520

京都府選挙管理委員会告示第47号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第17条第１
項の規定により政治団体から届出のあった政治団体の解
散に係る事項は、次のとおりである。

　令和５年７月14日
京都府選挙管理委員会　　　　
委員長　坪　内　　正　一　

政党の支部

その他の政治団体

京都府選挙管理委員会告示第48号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号。以下「法」
という。）第12条第１項及び第17条第１項の規定による
政治団体の収支に関する報告書の提出があったので、法
第20条第１項の規定により、その要旨を次のとおり公表
する。

　令和５年７月14日
京都府選挙管理委員会　　　　
委員長　坪　内　　正　一　
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くすいゆうこ後援会

国会議員関係政治団体の区分　　　　　 法第十九条の七
第一項第一号

公職の候補者の氏名　　　　　　　　　 楠　井　祐　子
公職の候補者に係る公職の種類　　　　 参 議 院 議 員
報 告 年 月 日　　　　 　令和５年２月20日 

（令和４年12月27日解散）
１　収　入　総　額 1,870,005

　　本 年 収 入 額 1,870,005

２　支　出　総　額 1,870,005

３　本年収入の内訳
　　寄　　　　　附 1,870,000

　　　個　　人　　分 1,870,000

　　そ　の　他　の　収　入 5

　　　一件十万円未満のもの 5

４　支 出 の 内 訳
　　政 治 活 動 費 1,870,005

　　　寄　附　・　交　付　金 1,870,005

５　寄 附 の 内 訳
　　（個人分）
　　村　上　　　玲 1,500,000 東京都渋 谷 区
　　深　谷　幸　生 100,000 愛知県西 尾 市
　　年間五万円以下のもの 270,000

嘉久志満後援会

資金管理団体の届出をした者の氏名　　嘉久志　　　満
資金管理団体の届出に係る公職の種類　 大山崎町議会議

員
報 告 年 月 日　　　　 　令和４年12月23日 

（令和４年12月23日解散）
１　収　入　総　額 0

２　支　出　総　額 0

山内よし子後援会

資金管理団体の届出をした者の氏名　　山　内　佳　子
資金管理団体の届出に係る公職の種類　 京都府議会議員
報 告 年 月 日　　　　 　令和４年12月13日 

（令和４年12月５日解散）
１　収　入　総　額 0

２　支　出　総　額 0

思いやりと絆で築く住みよい京丹後をつくる会

報 告 年 月 日　　　　 　令和４年12月16日 
（令和４年12月16日解散）

１　収　入　総　額 0

２　支　出　総　額 0

川辺の明日を考える会平野きよひさ後援会

報 告 年 月 日　　　　 　令和４年12月14日 
（令和４年12月10日解散）

１　収　入　総　額 26,989

　　前 年 繰 越 額 26,989

２　支　出　総　額 0

　　翌年への繰越額 26,989

　　　寄　附　・　交　付　金 16,208,621

５　寄 附 の 内 訳
　　（個人分）
　　年間五万円以下のもの 30,000

　　（団体分）
　　㈱清　 交 　社 140,000 京都市南　　区
　　㈱西  田  興  産 600,000 愛媛県大 洲 市
　　年間五万円以下のもの 90,000

　　（政治団体分）
　　新　政　経　懇　話　会 1,307,673 京都市右 京 区

日本維新の会参議院京都府選挙区第１支部

国会議員関係政治団体の区分　　　　　 法第十九条の七
第一項第一号

公職の候補者の氏名　　　　　　　　　 楠　井　祐　子
公職の候補者に係る公職の種類　　　　 参 議 院 議 員
報 告 年 月 日　　　　 　令和５年２月20日 

（令和４年12月27日解散）
１　収　入　総　額 12,747,182

　　本 年 収 入 額 12,747,182

２　支　出　総　額 12,747,182

３　本年収入の内訳
　　寄　　　　　附 8,997,176

　　　個　　人　　分 7,127,171

　　　政 治 団 体 分 1,870,005

　　借　　入　　金 2,000,000

　　　楠　井　祐　子 2,000,000

　　 本部又は支部から供与された交付金 
に係る収入 1,750,000

　　　日　本　維　新　の　会 1,750,000

　　そ　の　他　の　収　入 6

　　　一件十万円未満のもの 6

４　支 出 の 内 訳
　　経　常　経　費 2,997,556

　　　光　熱　水　費 91,678

　　　備品・消耗品費 1,023,372

　　　事　務　所　費 1,882,506

　　政 治 活 動 費 9,749,626

　　　 機関紙誌の発行 
その他の事業費 7,703,646

　　　　宣 伝 事 業 費 7,703,646

　　　調 査 研 究 費 45,980

　　　そ　の　他　の　経　費 2,000,000

５　寄 附 の 内 訳
　　（個人分）
　　楠　井　祐　子 7,127,171 京都市下 京 区
　　（政治団体分）
　　 くすいゆうこ後 
援会 1,870,005 京都市上 京 区
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二ノ湯さとし後援会

報 告 年 月 日　　　　 　令和４年12月23日 
（令和４年12月23日解散）

１　収　入　総　額 255,177

　　前 年 繰 越 額 255,177

２　支　出　総　額 255,177

３　支 出 の 内 訳
　　政 治 活 動 費 255,177

　　　寄　附　・　交　付　金 255,177

みんなで政治を考える会

報 告 年 月 日　　　　 　令和４年12月23日 
（令和４年12月23日解散）

１　収　入　総　額 253,732

　　前 年 繰 越 額 253,732

２　支　出　総　額 253,732

３　支 出 の 内 訳
　　政 治 活 動 費 253,732

　　　寄　附　・　交　付　金 253,732

吉岡とよかず後援会

報 告 年 月 日　　　　 　令和４年12月16日 
（令和４年12月16日解散）

１　収　入　総　額 2,616

　　前 年 繰 越 額 2,616

２　支　出　総　額 2,616

３　支 出 の 内 訳
　　政 治 活 動 費 2,616

　　　寄　附　・　交　付　金 2,616

京都府藤井基之薬剤師後援会

報 告 年 月 日　　　　 　令和４年11月30日 
（令和４年11月30日解散）

１　収　入　総　額 60,869

　　前 年 繰 越 額 60,869

２　支　出　総　額 60,869

３　支 出 の 内 訳
　　政 治 活 動 費 60,869

　　　寄　附　・　交　付　金 60,869

柴田まこと後援会

報 告 年 月 日　　　　 　令和４年12月６日 
（令和４年12月３日解散）

１　収　入　総　額 12,350

　　前 年 繰 越 額 12,350

２　支　出　総　額 12,312

　　翌年への繰越額 38

３　支 出 の 内 訳
　　政 治 活 動 費 12,312

　　　組 織 活 動 費 12,312

谷口ただし後援会

報 告 年 月 日　　　　 　令和４年12月27日 
（令和４年11月４日解散）

１　収　入　総　額 0

２　支　出　総　額 0

京都府選挙管理委員会告示第49号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第２項の規定により届出のあった資金管理団体の指定に係る事項は、
次のとおりである。

　令和５年７月14日
京都府選挙管理委員会　　　　
委員長　坪　内　　正　一　
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京都府選挙管理委員会告示第50号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項第３号の規定により届出のあった資金管理団体の届出事項の
異動に係る事項は、次のとおりである。

　令和５年７月14日
京都府選挙管理委員会　　　　
委員長　坪　内　　正　一　

京都府選挙管理委員会告示第51号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項第１号の規定により届出のあった資金管理団体の指定の取消
しに係る事項は、次のとおりである。

　令和５年７月14日
京都府選挙管理委員会　　　　
委員長　坪　内　　正　一　
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市　町　村　関　係

公告第837号

　京都府市町村職員共済組合定款第５条の規定により、令和４年度決算の要旨を公告する。

　令和５年７月14日
京都府市町村職員共済組合　　
理事長　山　崎　　善　也　
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